予算要求資料
平成２６年度当初予算支出科目 款：民生費 項：社会福祉費 目：知的障害者更生相談所費
	事業名　在宅重度知的障害者巡回相談県単独事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　岐阜県知的障害者更生相談所　電話番号：058-273-1111（内2251）

　　　　　　　　　　　E-mail：mailto:c22204@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　　　　1,138千円（前年度予算額：   1,138千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,138
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,138

	要求額
	1,138
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,138

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
    ・知的障害者更生相談所は県下に１か所のみの設置であるため、遠隔地で来所が困難な知的障がいを持つ方のために各福祉事務所等と連絡、調整を図りながら、地域に出かけ相談や判定等を実施する。特に、寝たきり等で外出が困難な方については、福祉事務所の依頼に基づきその方の家庭等へ訪問し、相談・判定等を実施する。
　　・知的障がい者援護施設等へ訪問し、療育手帳の確認判定を実施したり、入所者等の状況を把握し、必要に応じてその施設管理者等に助言を行うなど関連する施設との連携を図り、知的障がい者の福祉の向上を図る。

　　・職員の資質向上と円滑な業務遂行のため、職員研修や全国の知的障害者更生相談所等との情報交換に参加する。

（２）事業内容

　・相談判定業務
　・巡回相談判定業務

　・療育手帳の交付業務
　・職員研修など

（３）県負担・補助率の考え方

　　・県10/10
（４）類似事業の有無
    ・無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	433
	巡回相談にかかる費用等

	需用費
	398
	巡回相談等にかかる費用

	役務費
	282
	療育手帳発送等

	その他
	25
	会議室使用料

	合計
	1,138
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか

　（長期構想上の位置づけ）

　　Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

３ 障がいのある人が個性を発揮して暮らせる地域をつくる　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由

	知的障がい者は統計的には人口の５％が該当するとされており、これらの方の福祉の向上のために継続して実施している事業であることから指標は設定できない。



（平成25年度の取組）

	・事業の活動内容
　各福祉事務所等との調整により週に１日又は２日、その地域において知的障がい者本人や家族等と面談し、相談や判定を行っている。また、来所が困難な方については、随時、家庭等を訪問して相談等を実施している。

巡回相談の実施状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　人）

福祉事務所

施　設

家庭・病院等

合　　計

平成２４年度

２７１
１０１
１１
３８３
平成２３年度

２７６
１１２
１２
４００
平成２２年度

２４２
１３２
１９
３９３



（平成25年度の成果）

	・平成25年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　　例年、４００人前後の知的障がい者に対して巡回による相談や判定を行っており、当所（岐阜市）に来所することが困難な遠隔地の方々への利便を図っている。

今後も巡回相談の実施希望は多く寄せられると思われることから、継続して実施することにより知的障がい者の福祉の向上につながると思われる。




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
　○


	知的障害者福祉法では、巡回相談事業は知的障害者更生相談所（県）が行うことができるとされており、県が主体となって実施する事業である。

　本事業により交付している「療育手帳」は知的障がい者が行政等の各種サービスを受けるための確認手段の一つになっている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
   ○
	　知的障がい者が適切なサービスを受けることにつながり、知的障がい者にとってメリットのある事業である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
   ○


	　各地域からの巡回相談の希望が多いなか、日程や場所の調整により実施回数を集約するなど効率化を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　　巡回相談の実施希望は、各福祉事務所や施設等から多く寄せられるが、職員数及び他の業務実施の必要性から希望に沿った対応は十分できていない。　

各福祉事務所等からの要望や意見をよく聴き、綿密な調整を行って、できる限り要望に応えていく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　　巡回相談の実施は知的障がい者本人や家族等からの希望が基本にあり、ニーズとして対応していかなければならない事業である。

また、各福祉事務所や施設等から当所が対応しきれないくらいの実施希望が寄せられることは、一定の評価を得ている事業と思われる。

今後、特別支援教育の充実等とともに「知的障がい」に対する一層の理解が進み、、療育手帳を持つ方も多くなっていくと予測されることから、本事業について可能な限り継続、充実させていく必要がある。




